第８章　製造業　
概況　
　昭和58年工業統計調査結果（従業者４人以上の事業所集計）による大阪府の工業の概況は以下のとおりである。
　昭和58年12月31日現在の製造業稼動事業所数は、４万6595事業所で、57年に比べて6.1パーセント（2699事業所）の増加となった。
　業種別にみても、減少したのは３業種（なめし皮5.8パーセント減、繊維2.7パーセント減、家具1.2パーセント減）のみで、他の17業種はすべて増加となった。なかでも、その他の製造業の13.1パーセント増、出版・印刷の9.5パーセント増、電気機器の9.1パーセント増、一般機械の8.7パーセント増などが目立っている。
　規模別にみると、小規模層が6.6パーセント増、中規模層の1.1パーセント増とそれぞれ増加となったが、大規模層は1.1パーセント減と3年連続減少となった。
　従業者数は89万2815人で57年に減少（1.9パーセント減）したが、事業所数の増加とあいまって、１万4225人（1.6パーセント）の増加となった。
　部門別にみると、重化学工業部門が1.3パーセント（6858人）増の51万5942人、軽工業部門は2.0パーセント（7367人）増の37万6873人となった。
　業種別にみると、繊維の3.7パーセント（2511人）減、なめし皮3.2パーセント（263人）減、化学2.3パーセント（1233人）減など７業種で減少となった。増加した業種では、その他の製造業が9.0パーセント（5841人）増と著しく、電気機器の4.7パーセント（5141人）増、出版・印刷の3.4パーセント（2001人）増が目立っている。
　規模別では、小・中規模層が、57年の減少から、それぞれ3.7パーセント（1万3849人）、1.8パーセント（5294人）の増加に転じた。
　一方、大規模層は, 2.4パーセント（4918人）減と２年連続の減少となった。
　地域別にみると、事業所数の伸びと同様に、南河内地域が7.6パーセント（2926人）増と著しく、東大阪地域2.5パーセント（6274人）増、北大阪地域2.2パーセント（2100人）増、大阪市地域0.8パーセント（2858人）増となっている。
　製造品出荷額等（以下出荷額）は、20兆2158億円と57年に比べ1.2パーセント（2472億円）増となった。
　部門別にみると、重化学工業部門では、13兆3639億円と、57年（13兆3631億円）に比べ横ばいとなったが、軽工業部門では、3.7パーセント（2465億円）増の６兆8519億円と、３年連続して重化学工業部門の伸び率を上回った。
　業種別では、その他の製造業の13.6パーセント（1485億円）増を筆頭に、精密機器8.2パーセント（117億円）増、電気機器7.5パーセント（1821億円）増、出版・印刷6.2パーセント（633億円）増と好調である。一方、減少しているのは、石油・石炭の11.8パーセント（1272億円）減、金属製品の7.1パーセント（1370億円）減、繊維の3.4パーセント（377億円）減が目立っている。
　規模別にみると、中規模層で3.5パーセント（2477億円）増、小規模層で2.7パーセント（1355億円）増に対し、大規模層では､1.8パーセント（1360億円）減となった。
　地域別では、南河内地域の7.9パーセント（571億円）増が著しく、北大阪地域3.5パーセント（848億円）増、東大阪地域3.2パーセント（1688億円）増、大阪市地域1.8パーセント（1230億円）増となった。一方、泉州地域は、石油・石炭、金属製品等の大幅な減少が響き、4.0パーセント（1865億円）減と50年の6.1パーセント減以来の減少となった。
工業生産活動の動向
　昭和58年の大阪府の工業指数（昭和55年基準・製造工業）は、生産99.6（前年比0.4パーセント減、出荷108.9（同3.4パーセント増）、在庫98.2（同3.0パーセント減）となった。 57年に引き続き、生産の微減に対し、出荷が好調に推移し、在庫調整が進展したことを示している。
　全国及び近畿の動向を比較すると、57年の全国的な低迷状況から、全国、近畿が抜け出したのに比べ、本府は依然、生産が伸び悩み、全国、近畿の景気回復に追いつけない結果となった。
　業種別に生産指数の動きをみると、電気機械工業（同9.0パーセント増）が57年の微減から増加に転じた他、窯業・土石製品工業（同6.7パーセント増）、非鉄金属工業（同4.2パーセント増）が増加している。一方、減少業種は15業種中９業種を数え、なかでも、輸送機械工業（同14.9パーセント減）、精密機械工業（同15.8パーセント減）、一般機械工業（同5.4パーセント減）の落ち込みが顕著である。
　次に、生産の推移を四半期別に対前期比（季節調整済指数）でみると、57年の停滞傾向から58年に入っても、1月から３月期は、0.9パーセント減と引き続き減少したが、その後一転し、４月から６月期は、電気機械工業を中心に1.1パーセント増となり、７月から９月期は、0.1パーセント増の微増、10月から12月期には、低調に推移していた一般機械工業、精密機械工業が持ち直し、1.2パーセントの増加となり、年平均では前年比は減少したが、58年年間では、期を追って上昇軌道をたどった。
